
 

オンライン利用率引上げに係る基本計画（令和３年 10 月 22 日） 

 

府省名 厚生労働省 

対象事業名 高年齢者の雇用状況等の定期報告 

 

１．対象手続一覧 

手続ＩＤ 手続名 手続類型 手続主体 
手続の 

受け手 

総手続件数 

(令和元年度) 

オンライン 

手続件数 

(令和元年度) 

オンライン

利用率 

(令和元年度) 

オンライン 

利用率目標 

取組期間 

(達成期限) 

53048 高年齢者の雇用状

況等の定期報告 

申請等 民間事業

主等 

国 161,378 20,276 12.6% 30％ 令和７年３

月 

※オンライン利用率目標・取組期間の設定は事業内の主要手続のみとする。 

  

別紙１－②＜様式１＞ 



２．対象事業の概要 

 

・ 高年齢者雇用状況等報告の提出については、毎年度報告対象企業に対し紙及び電子申請の「提出方法のご案内」リーフレットを送付している。 

・ 紙申請の場合は、記入した報告書を事業所管轄公共職業安定所(以下「安定所」という。)に提出し、安定所等でハローワークシステム（以下「シ

ステム」という。）に入力・格納している。 

・ 電子申請の場合は、e-Gov から申請し、登録された報告内容を安定所等が審査し、システムに格納する。なお、「提出方法のご案内」リーフレッ

トにおいて e-Gov へのログイン ID・PW を個別に記載した上で送付している。また、電子証明書等の登録がなくても電子申請可能である。 

 

３．対象事業のオンライン化の状況（対象事業自体がオンライン化未実施の場合は、オンライン化までのスケジュールを記載） 

 

 オンライン完結している。 

 

４．手続の概要、目標値、課題、アクションプラン 

＜4－1＞ 

手続名 高年齢者の雇用状況等の定期報告 

各手続の 

概要 

【概要】 

事業主は、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46 年法律第 68 号。以下「高年齢者雇用安定法」という。)第 52 条第

１項の規定に基づき、定年、継続雇用制度及び創業支援等措置の状況その他高年齢者の就業の機会の確保に関する状況について、

毎年、厚生労働大臣に報告を行うもの。 

なお、提出された報告は、高年齢者雇用安定法に定められた 65 歳までの雇用確保措置及び 70 歳までの就業確保措置の実施状況

等を把握するとともに、必要に応じ各企業に対し安定所等による助言・指導等を行う為の基本情報として用いられる。 

 



【年間総手続件数（令和２年度）、 オンライン利用率（令和２年度を含む過去５年間）】 

 

 電子申請件数 提出企業数 電子申請割合 

平成 28 年度 11,816 153,023 7.7％ 

平成 29 年度 12,782 156,113 8.2％ 

平成 30 年度 15,165 156,989 9.7％ 

令和元年度 20,276 161,378 12.6％ 

令和２年度 28,487 164,151 17.4％ 

 

 

オンライン

利用率目標・

取組期間と

設定の考え

方 

（主要な手

続について

【目標】 

 オンライン利用率 30％ 

 

【取組期間（達成期限）】 

 令和７年３月まで 



目標設定）※

調査中の場

合でも想定

目標値を記

載 

【目標・期間設定の考え方】 

 令和２年度のオンライン利用率が 20％に満たないこと及び「目標オンライン利用率及び期間設定の考え方」を踏まえ、目

標を 30％とする。 

高年齢者雇用状況等報告は、年１回の報告のため、少なくとも３か年度の実績を確認する必要があると考える。 

※ 本手続は、令和３年度より集計対象企業を従業員数 31 人以上規模から 21 人以上規模へ拡大したため、21 人以上 30 人

未満の規模の企業について、オンライン利用率の目標設定に必要なベースラインのデータが存在しない。このため、当面

の間、本目標は、31 人以上規模の企業における目標値として設定することとする。 

 

オンライン

利用率を引

き上げる上

での課題と

課題解決の

ためのアク

ションプラ

ン① 

 

課題  当該手続きでは、毎年度、報告にかかる記載要領等の書類とともに e-Gov へのログイン ID・PW を個別に記載し

た「提出方法のご案内」リーフレットを送付しているが、電子申請の利用率が低い状況にあることから、これまで

以上に丁寧に電子申請へ誘導を行うことが必要であると考えられる。 

中間 KPI 【目標・達成期限】年間 17 万社以上の事業所に対して周知を行う。 

【KPI の定義】 

周知企業数＝郵送による周知企業数 

アクション

プラン a 

【取組内容】 

 電子申請周知用リーフレット等の内容を充実させる等、周知の取組を強化する。 

【取組期限（期間）】各年度末まで 

アクション

プラン b 

【取組内容】 

 毎年度、各事業所へ報告依頼をする際にあわせて、経済団体に傘下企業への周知依頼を要請する。 

【取組期限（期間）】各年度末まで 

アクション

プラン c 

【取組内容】 

 



【取組期限（期間）】 

 
 

５．スコアカードの更新頻度と公表方法 

 

 毎年度更新・公表予定。 

 

 

６．利用者目線での第三者チェックの方法と時期（少なくとも年に１回チェックを受け、チェックの概要等については公表する） 

 

 毎年 1 回、経済団体に当該報告の集計結果等を報告するとともに、当該団体からご意見をいただく方向で検討中。 

 

 

７．基本計画の見直し 

 

・取組の進捗を自らチェックし、基本計画を見直し、必要な改定を行う。 

・第三者チェックの結果を踏まえ、基本計画を見直し、必要な改定を行う。 


